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◆長野県の生協の事業状況
　⑴　全体

県内の生協は、地域、職域、医療、大学、共済・サービスのそれぞれの分野において20

の生協が活動や事業を進め、組合員数は約47万５千人、事業高640億５千万円の組織にな

りました。（2017年４月現在）

47万５千人の組合員の皆さんの大きな協力の中で、組合員活動や事業基盤の安定強化を

図ることを目的に、行政、他団体、協同組合間などとの連携を図りながら様々な活動を行

いました。しかしながら、事業面では、順調に推移している生協がある一方で、大変厳し

い状況下での事業展開を強いられている生協もあります。

　⑵　地域生協

地域生協では、県内の各地域において、商品供給をはじめとする様々な事業や活動が展

開されています。コープながのでは2016年度を「ビジョン2025」に基づく「第１期中期計

画」の最終年度としての取り組みをすすめ、第２期中期計画づくりをすすめてきました。

生活クラブ生協長野では2016年は生協創立40周年となり、第三期中期計画の初年度として

「食、エネルギー、福祉」をテーマに活動を展開してきました。

　⑶　職域生協

職域生協では、母体企業の経営状況や組合員の生活環境の変化の中で、様々な取り組み

が展開されました。「新車購入で５千円支給するマイカー購入支援制度」や「混雑時のレ

ジ稼働の増加、電子マネー決済での混雑緩和」、「図書割引カードの利用促進やインターネッ

ト活用でのマイページサービスの開始」、「長野県畜産酪農品消費拡大大運動」、「御柱祭、

永年勤続レセプション、各事業所の納涼祭など例年以上の母体企業との共同企画」など各

生協の特性を生かして積極的な活動を進めてきました。

　⑷　医療生協

医療生協では、各生協とも大きな投資を済ませ、新たな施設での事業が軌道に乗り始め

た年となりました。長野医療生協では第７次長期計画の一年目として職員の育成と定着や

患者利用者の満足度向上を重視して取り組みました。上伊那医療生協では一年間をかけて

第５次長期計画を策定し、組合員と共に事業所が一体となって取り組む方針を確認しまし

た。東信医療生協では上田生協診療所複合型施設がオープンして２年目となり利用者も増

加し、「まちかど健康チェック」の定例化や「健康づくりチャレンジ」の行政からの後援

など地域での活動も広がっています。

　⑸　大学生協

大学生協では、「新入生と保護者を暖かく迎える新学期活動」と「食生活を支える食堂

事業」を中心に、勉学研究を支える取組みを大学・短大とも連携して進めてきました。経

営状況が厳しい生協では事業連帯組織とも連携して経営改革のプロジェクトを立ち上げ経

営改善の成果をあげつつあります。また、各大学では学生委員会が活発に活動を行い、県
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内大学生協同志の交流や連携も広がっています。

　⑹　共済・サービス生協

共済・サービス生協では、共済、美容、福祉、住宅の分野において、様々な取り組みが

行われました。共済生協では４月に発生した熊本地震への支援活動にも職員を派遣しまし

た。高齢者生協は創立20周年を迎え、記念誌の発行や記念レセプションを開催し、愛称を

公募して「かがやきながの」に決まりました。住宅生協では長野県内各地に優良分譲事業

を展開できる運びとなり、リフォーム・インテリア・エクステリア事業も好評をいただい

ています。美容生協では今後出向いての技術提供なども検討しながら、利用者増加を目指

しています。

◆2016年度　活動報告
2016年度長野県生協連では総会で確認された方針に沿って地域福祉、防災や生協間連携、

協同組合間連携などを重点に活動してきました。

以下、総会方針に沿って2016年度活動のまとめを行います。

１．会員生協の事業運営や組織活動を支援する交流・研修活動をすすめます。

①　会員の事業と活動に実践的に役立つ研修機会を会員と協力して増やしていきます。

②　次世代職員向けの研修交流会を開催します。

③　すべての会員訪問・総代会参加を行い会員の実状と要望把握に努め、13次中計に繋

げます。

④　小規模生協でも整備の必要な規程類の整備を支援します。

⑤　行政訪問などで活用できる会員の事業活動状況を更新し整備します。

①　新たに始めた研修会はありませんが、職員交流会を

会員のご意見を元に２月から７月に変更して実施しま

した。

②　今年７月22日に開催された職員交流会には８会員19

名が参加しました。１月に開催した2015年度職員交流

会に比べ１会員２名増となりました。参加者の受け止

めは高評価が続いています。

③　会員の総（代）会への参加は18会員で、生協連の企

画日程と重なった大学生協で参加できませんでした。

④　昨年の会員訪問で会員の規程類整備状況について確認してきました。今年はそれを参考

に会員の事業やリスク内容、この間の県の指導を参考に整備が必要な規程類整備について

調整してきました。

⑤　会員の事業活動状況は今までのリストを更新しながら最新のものとしています。

職員交流会
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２．生協間の協同による事業サービスの創出や連帯活動を一層強めます。

①　市町村単位、包括支援センター単位での福祉・助け合い分野での生協間・協同組合

間及び他団体との連携具体化を長野市・上田市・上伊那などで追及していきます。

②　食堂売店部会では店舗活性化を目指し実践的な研修を進め、部会のあり方について

も検討を進めていきます。また先進事例の発信方法について研究します。

③　介護福祉部会では研修・県内外の視察、地域包括ケアシステムを議題として長野市

をはじめとした行政への訪問・懇談を進めます。

④　医療部会では購買生協との連携などをテーマとした学習・研修を行います。

⑤　大学部会は生協間連携、地域貢献等を課題として進めます。

⑥　大学生協学生委員を対象とした県内生協の体験研修を行います。

⑦　広報担当者会議を改組し「会員活動担当者交流会(仮称)」とし、会員間の活動計画

の情報交換や連携の可能性の検討を進めます。

①　上伊那医療生協の施設を活用してコープながのが

コープ会を開催する、コープながの稲里店のイベント

に長野医療生協が参加するなどの動きがありますが連

携はまだはじまったばかりです。現在４月に長野市長

池で長野医療生協が新たに建設するグループホームを

会場とした交流企画も検討されています。

②ー１　食堂売店部会では、セイコーエプソン生協の

「ちょこっと工夫」についての学習とセイコーエプソ

ン生協視察（５／19）が行われました。

②－２　パート職員向けに「働く仲間の力をひきだす魔

法の質問」と題して学習会を開催しました。（９／５）

特に「･･･魔法の質問」学習会は５会員25名が参加し「他

のメンバーにも聞いてもらいたい」など高い評価とな

りました。今後の食堂売店部会の研修のあり方につい

てのヒントともなった研修会となりました。信州大学

生協ではこの研修を多くのパートさんに受けてもらい

たいと、学内で同

じ研修会を行いま

した。（２／４）

③　介護福祉部会で

は介護福祉交流会

を上伊那医療生協

いいじま地域交流

ホールで開催しま

した。（11／26）５会員と地域の福祉法人からの参加もあり35名が参加しました。昨年の

東信に続いての開催ですが、参加者からは高く評価されています。また介護福祉講演会を

松代ロイヤルホテルで開催しました。（12／14）５会員30名が参加し「専門職として倫理

介護福祉部会県外視察 介護福祉講演会

介護福祉交流会

働く仲間の力をひきだす魔法の質問学習会
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を考える」とのテーマで学習しました。県外視察は奈良県の共

同福祉会あすなら苑に３会員９名が参加し（１／26－27）、共

同福祉会が実践する10の基本ケアなどを学びました。

④　医療部会では「健康チャレンジ」をの企画を購買生協、大学

生協などに広げるための方策を検討しています。また県外視察

として大阪のけいはん医療生協を３会員10名が参加し「地域ま

るごとケア」について詳しく学びました。

⑤　大学部会は大学生協東京事業連合の枠組の中で連携が図られ

ています。大学生協を巡る環境が変化している中で県生協連大

学部会のあり方を検討していく必要があります。

⑥　今年の大学生協県内生協体験プログラムは８月に２回開

催しましたが参加人数が前年を下回りました。（15年13人、

今年８人）参加者の満足度は継続して高いことから実施時

期などで工夫が必要です。

⑦　第１回となる「会員活動担当者交流会」を開催し賛助会

員を含め11の会員生協が参加しました。

　　各会員の活動報告や活動計画を報告し合う中で、今後の連携についてもヒントとなる情

報交換ができました。第２回は３月に開催され６会員が参加し2017年度で連携できる企画

などについて交流しました。医療部会から提案のあった「健康チャレンジ」などの具体化

を進めていきます。

３．日本生協連や他県連との交流・連帯活動を推進します。

①　長野県連の課題で先進事例を作っている県連を積極的に訪問し学んでいきます。

②　県連理事会の研修は目的を明確にして準備します。

③　６県連合同業態研修会はホスト県連として参加生協にとって役立つ内容として準備

します。また６県連合同研修会の参加継続可否について結論をだします。

①　他県連とは日生協会議や電話・メールで情報交流をして

いますが訪問しての研修はありませんでした。

②　県連理事研修として10月28，29日に和歌山県の「秋津野

ガルテン」への視察を行いました。理事の参加が３名と人

数は少なかったのですが、地域住民による事業展開として

参考になる研修会でした。

　　今回はＪＡ中央会からもオブザーバー参加があり、今後

研修テーマによっては引き続きＪＡにもお声かけをしていく必要があります。

③　今年の６県連は諏訪を会場に、セイコーエプソン生協の実践報告をメインに企画し25名

が参加しました。特にセイコーエプソン生協の実践報告は高い評価をいただきました。６

県連合同研修会の継続検討について、各県連の専務理事の協議が行われ、次回新潟県での

開催を最終とすることになりました。

医療部会けいはん医療生協視察

大学生協県内生協体験プログラム

県連理事研修
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４．くらしに関わる諸課題に行政や諸団体と協同して取り組みます。

①　消費税と社会保障や電力自由化など今日的な課題について会員や他団体と共に学習

会などを計画していきます。

②　第８回の市町村消費者行政アンケートを実施します。また消費生活サポーターも参

加できる市町村消費者行政窓口と消費者団体との懇談会の開催もしていきます。

③　消費者問題、食育、地域産品の振興、食の安全等の分野で県内行政や諸団体と協同

しての取り組みを進めます。

④　長野県食品安全・安心条例の理解を進め、実効性のある施策となるよう県とも協議

をしていきます。食品表示法についての学習を進めます。

⑤　レジ袋削減県民運動の最終年となります。まとめをしっかり行い、今後のごみ減量

化の運動に繋げていきます。

⑥　県の「ACEプロジェクト」は会員の事業課題とも関連させて取り組んでいきます。

⑦　憲法問題や平和、ＴＰＰ、原発など全国的な課題についても会員・他団体の企画へ

の協力も含め、学習機会を増やします

①　社会保障や電力をテーマとした学習会は実施できません

でした。

②　市町村消費者行政アンケートを実施し、100％の回収と

なりました。10月以降に行なわれる懇談会は県の消費生活

サポーターの研修会として、位置づけされるようになり、

サポーターの参加が増えました。また会員生協と市町村行

政との繋がりの場ともなっています。

③－１　消費者問題では行政懇談会や適格消費者団体設立な

どの活動を通じてくらし安全・消費生活課との関係が深ま

りました。また消費者問題を切り口に高齢者見守りネット

ワーク作りで長野県・県社協や県経営者協会にも参加いた

だき、消団連と共に県内実行委員会をつくり地方消費者

フォーラム（関東ブロック）を開催しました。

③－２　県生協連の総会と賀詞交歓会で虹の会会員企業の県

内産食材を使ったレセプションメニューを会場のホテルに

も協力いただき提供しました。生協の地産地消の活動をア

ピールでき、参加者からも好評でした。

③－３　大学生協の食育ランチでも虹の会やＪＡ長野県農産

物ＰＲ協議会の協力で県内産の食材を使ったメニューを提

供し好評です。また県栄養士会の協力も継続しています。

④　食品の安全・安心の課題では消団連主催の県消費者大会

で食品表示と健康食品をテーマに学習会が行われ会員に参

加を呼びかけ、消団連参加団体や一般市民も含めて100名

が参加しました。

⑤　消団連と共に進めてきたレジ袋協働アピールの最終年度

食育ランチおすすめPOP

行政との懇談会

６県連合同業態研修会

県消費者大会
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となり、まとめに向けて事業者向けアンケートを実施しました。またまとめの会議も行い

ました。レジ袋削減を進める県民の会は一旦役割を終えることとし、今後のレジ袋削減運

動をどう進めるか県の担当部署と協議が行われています。

⑥　ＡＣＥプロジェクトに関連した活動はまだ具体的になっていません。医療生協の「健康

チャレンジ」の取り組みとの連携について検討しています。

⑦－１　平和の課題では長野県原爆被害者の会の呼びかけに応えて「ヒバクシャ国際署名」

の推進に協力しています。長野県内で過半数以上の県民から賛同いただくための活動を原

爆被害者の会、原水協、原水禁、長野県教組などと進めています。市町村首長に向けてお

願いした国際署名は77市町村全てと県知事から賛同を得る事ができ、賛同を呼びかける推

進連絡会は３月16日に設立総会が行われ、活動が始まりました。

⑦－２　７月に核兵器廃絶を訴える国民平和大行進に参加

しました。

⑦－３　2016年度県生協連及び会長名で提出した意見書・パ

ブリックコメントはイ）「国連第一委員会における「核兵器

禁止条約」制定交渉開始決議を受けて」ロ）「原子力発電の

廃炉費用及び原発事故処理・賠償費の供託料金への上乗せ

に反対します」ハ）「今国会でのＴＰＰ協定承認案等につい

て成立させないことを強く求めます」ニ）「平成29年食品衛生監視指導計画に対する意見」

ホ）「消費者庁の消費者基本計画行程表へのパブリックコメント」へ）「自転車の安全安心・

利用促進施策に関する基本的な考え方に対する意見」ト）「食品衛生管理の国際標準化に関

する検討会中間とりまとめに関する意見」の７件でした。

５．東日本大震災支援や県内被災地支援を継続して取り組みます。

①福島を中心に被災地の状況を知り、伝える活動を進めます。

②福島子ども保養プロジェクトの受け入れを会員・他団体と協力しながら行います。

③地元産品の紹介などを中心に県内自然災害被災地の支援を継続します。

①　宮城からの「被災地はいま」レポートを継続的に県のホー

ムページに掲載しています。

②　今年の福島子ども保養プロジェクトは、福島の小学４年

から６年までの21名が参加しました。子どもだけの参加募

集として３年目ですが、初めてキャンプファイアーも実施

でき、子どもたちは大喜びでした。

③　白馬、小谷、木曽、栄村の産品紹介は協同組合フェスティ

バルなどで販売を中心に行いました。

④　４月に発災した熊本地震への支援を会員に呼びかけ、県

生協連としても10万円の寄付を行いました。

国民平和大行進

被災地産品供給

福島子ども保養プロジェクト
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６．自然災害に備えるために、行政・団体・地域住民との協同活動をすすめます。

①　県の災害想定と防災計画に則った会員・県連防災計画の見直しを行います。

②　各会員の実状にあった防災計画・ＢＣＰづくりを援助します。

③　生協災害対策協議会を軸に会員生協と行政・諸団体との災害時連携を検討してい

きます。

④　県の防災計画をより実効性のあるものとなるよう行政窓口に協力していきます。

①　支援物資の被災者への移送に大きな課題を残した熊本地

震を教訓に物資協定の見直しを県と検討しています。９月

に行なわれた県の総合防災図上訓練を初めて視察しまし

た。発災後の県の動きや意思決定プロセスなどを訓練とは

いえ確認することができました。熊本県生協連の支援物資

調達の教訓などと合わせ今後県と協議していきます。

②　会員の防災計画援助では県生協連として具体的な動きは

作れませんでした。

③　第１回災害対策協議会を５月に行い、今年の計画を確認

しました。行政・諸団体との連携では全国で年３回開催さ

れる「災害ボランティアセンター運営研修」が12月７日－

８日に長野県で開催されたことから、生協連として参加

し、県内社協はもちろん全国の災害ボランティアと交流す

ることができました。

④　10月の県総合防災訓練に今年も会員生協が参加し県連はお米の提供を行いました。

７．広報活動を強化し、行政･議会･諸団体とのコミュニケーションをすすめます。

①　県連機関紙「ねっとわぁく」での会員の対外的な取り組みについて広報を継続します。

②　業務通信は引き続き県連活動の紹介としていきます。

③　県連ホームページでも会員の対外的な活動について意識的に紹介していきます。

④　県行政との日常的な情報交換・折衝を進めると共に、担当部署との定期懇談開催を

行います。

⑤　地元選出国会議員、県議会各会派との関係をより強めていきます。

⑥　賀詞交歓会は、生協の社会的役割が高まる中で引き続き参加呼びかけ団体について

も対象を広げていきます。

①　「ねっとわぁく」には長野医療生協の熊本支援報告など

を掲載しました。

②　業務通信も機関会議や県生協連の取組を紹介しています。

③　県連のホームページでも活動紹介を行っています。

④－１　県の窓口であるくらし安全・消費生活課とは、今年

度消費者庁が呼びかける「地方消費者フォーラム（関東ブ

ロック）」が長野県の開催となった事から共に実行委員会

県総合防災訓練

防災学習会

地方消費者フォーラム
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に参加し意思疎通を重ねて

います。

　　また県の県民文化部長と

の懇談は12月25日に実施し、

青木部長との懇談及び県連

課題の関連部局との意見交

換が行われました。

④－２　消費者庁の平成28年

度消費者支援功労者表彰

（ベスト消費者サポーター

章）を県生協連が受けまし

た。レジ袋削減、消費者被

害防止、食育ランチ、子ど

も保養プロジェクトなどが

評価されたものです。

⑤　県議会会派代表者との懇談は12月８日に実施し全ての会派より７名の県議が参加し消費

者問題やフードバンクなどの活動で意見交換を行いました。

⑥　賀詞交歓会は１月20日に行なわれ83名が参加しました。

８．社会貢献、消費者市民社会形成をめざし、様々なネットワークを広げます。

①　長野県協同組合連絡会を中心に協同組合間連携を強めます。４年前より継続してい

る協同組合フェスティバルや職員交流会は更に充実した内容となるように進めます。

　　また事業提携についても具体化の検討を進めます。

②　長野県消団連の事務局として役割を果たしていきます。

③　長野県虹の会は会員間の親睦はもちろん地産地消の推進、県内における虹の会会員

の社会的地位の向上、地域課題の推進、文化貢献での連携などを進めていきます。

　　また「あり方」についても検討を進めます。

④　県労福協とは共通する社会的課題での連携と福祉団体間での事業連携、各地区労福

協との連携を追及していきます。

⑤　ユニセフの長野県支部開設の可能性について検討していきます。

⑥　昨年設立されたフードバンク信州では理事団体として役割を果たしていきます。

①　協同組合連絡会では協同組合シンポジウムを７月に開催

し190名が参加しました。10月には協同組合フェスティバ

ルを、２月には職員交流会が行われました。信大との提携

講座は大学の都合で継続が難しくなっています。本年度は

松本大学で連携講座が行われました。学生からは好評で引

き続き大学生に向けた協同組合紹介の方法が検討課題と

なっています。

②　長野県消団連では適格消費者団体に向けた検討がされてきました。また11月の県消費者

県議会会派代表者懇談

県民文化部長との懇談 ベスト消費者サポーター章受章

賀詞交歓会

協同組合シンポジウム
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大会、2017年２月の「地方消費者フォーラム（関東ブ

ロック）」の開催など、消団連の事務局として生協連

の役割を果たしてきました。

③　虹の会は今年７月の総会で会費徴収や世話人会を中

心とした運営から会費なしで負担の少ない運営への転

換を１年かけて検討することとしました。県連として

も引き続きこの検討に参加していきます。

④　県労福協とはメーデーへの共同参加や協同組合フェ

スティバルへの参加などで連携しています。また新し

く計画されている労働団体の会館運営での連携につい

て意見交換を重ねています。

　　労福協として初めて労組以外にも参加を広げたセミ

ナーが行われ、県生協連としてライフプランセミナー

を担当しました。

⑤　ユニセフ長野県支部開設の可能性について調査して

きましたが、専用事務室の設置や体制問題など県生協

連だけで準備する事は難しいと判断しました。

⑥　フードバンク信州とはフードドライブの協力や広報での協力を行っています。またフー

ドバンクの担い手づくりのためのセミナーにも参加しました。市町村行政でのフードバン

クへの関心の高まりから行政と連携して行うフードドライブも増えています。

９．未加盟生協との関係づくりを継続的に粘り強く行います。

①各種催しや研修会の案内を継続し県連広報誌の送付も続けながら引き続き働きかけを

続けます。

①　働きかけは継続していますが動きはありません。

　　未加盟の長野市役所生活協同組合が2016年２月に解散しました。

10．県生協連第13次中期計画作りを進めます。

①　日常的な会員や諸団体とのコミュニケーションを大切にしながら、生協の今日的な

役割を踏まえ第13次の中期計画作りを進めます。第13次中期計画は2017年度の総会で

確認します。

①　12次中期計画のまとめと13次中期計画の論議を理事会で進めています。

　　計画の呼称を「中期方針」とする事になりました。

協同組合フェスティバル

協同組合職員交流集会
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◆決算関係書類

貸 借 対 照 表

（2017年３月31日現在）

　長野県生活協同組合連合会� （単位：円）

現 金 預 金

前 払 費 用

未 収 金

建 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

関係団体等出資金

差 入 保 証 金

出 資 金

（純 資 産 の 部）

（うち当期剰余金）

当期未処分剰余金

純 資 産 合　計

任 意 積 立 金

会員資本

賞 与 引 当 金

（資 産 の 部）

科　　　目

未 払 法 人 税 等

固定資産

　有形固定資産

負債・純資産合計

法 定 準 備 金

負　債 　合 　計

未 払 費 用

預 り 金

金　　　額

（負 債 の 部）

流動負債

未 払 金

流動資産

金　　　額

△ 2,982,340

資　 産 　合 　計

△ 631,130

科　　　目

　その他固定資産

△ 8,230,417

剰 余 金
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損 益 計 算 書

（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　　　長野県生活協同組合連合会� （単位：円）　　

事業剰余金

経常剰余金

金　　　額

会費収入計

事業総剰余金

事業外収益

受取利息

人件費

当期剰余金

当期首繰越剰余金

災害対策・支援積立金取崩額

雑収入

事業経費

物件費

科　　　目

会費収入

法人税等

税引前当期剰余金

当期未処分剰余金
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2016年度　剰 余 金 処 分 案

長野県生活協同組合連合会� （単位：円）

Ⅰ 当 期 未 処 分 剰 余 金

Ⅱ 当 期 処 分 額

１ ． 任 意 積 立 金

計

Ⅲ 次 期 繰 越 剰 余 金

2016年度は、1件、100,000円の災害支援募金を送り、同額を災害対策・支援積立金から取り崩しました。

（目的）災害時の事業再建費用及び各種救援活動費用、被災地・被災者の各種支援活動に充当します。

上記の通り提案いたします。

金　　　額項　　　目

【注２】 次期繰越剰余金には、生協法第５１条４の教育事業等繰越金300,000円が含まれます。

（1）災害対策・支援積立金

【注１】災害対策・支援積立金（目的積立金）を10万円積み増し、600万円とします。

災害対策・支援積立金の目的と取崩基準は以下の通りです。

（取崩基準）災害発生時、積立目的に該当する活動及び支援を行なった場合に取り崩します。
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中期活動方針
（2017～2019）決定の件

長野県生協連第12次中期3ヵ年計画（2014年度～2016年度）のまとめ
　基調評価

基本方針

　県生協連は、県連の３つの役割（①会員活動の支援及び交流･連帯の促進、②活動条

件整備のための行政への働きかけ、③社会的認知を向上させる渉外･広報の強化）を基

本に活動を行います。

１．会員生協の活動を支援し、交流･連帯を促進します。

　　会員生協の状況やニーズに見合った活動ができるように、会員訪問などのコミュ

ニケーションを強め、期待に応えられる活動を積み上げます。

　　地域毎に会員生協同士が連携しあえる場づくりの支援をします。

２．行政に働きかけ、活動条件を整備します。

　　行政との日常的なコミュニケーション（＝ロビー活動）を大切にします。

３．渉外と広報を強め、生協の社会的ポジションを向上させます。

　　会員生協の活動に役立つ広報を目指し、会員生協の活動を知らせることを重視

します。

　　ＪＡなどの各種協同組合間の連携を強め、協同組合への対外的な理解を広げます。

基本方針（基調）に対する評価

「１．会員生協の活動を支援し、交流･連帯を促進します」について

・会員訪問や総会、総代会への参加を通じ各会員の課題や要望の把握に努めてきました。

その中で大学生協向け生協体験プログラムなど新しい取組も始まっています。

・理事長専務理事懇談会や若手職員向け交流会、組合員活動担当者交流会などを通じ、

会員の枠を超えて生協間で連携した事業や活動の必要性が浸透してきつつあります。

・会員間連携の取り組みについては会員訪問などで出された要望を関係する会員に伝

えるなど「きっかけづくり」を進めています。

「２．行政に働きかけ、活動条件を整備します」について

・2014年より県民文化部長との懇談が始まりました。県民文化部だけでなく他の部署

との懇談も併せて行われています。

・消団連の活動も併せ、特にくらし安全・消費生活課とのコミュニケーションは深まっ

ています。これは県の消費生活基本計画を評価し、共に進めてきていることにより

ます。

・県議会各会派とは年1回の懇談会を実施しています。国会議員対応も含めて今後更に

強めていく必要があります。

「３．渉外と広報を強め、生協の社会的ポジションを向上させます」について

・県連機関紙「ねっとわーく」に会員の活動を紹介したりＨＰの情報発信を強化しま

したが情報発信・広報はまだ弱く、今後の強化が必要です。

・会員生協の活動が活発になっていることから県内での生協に対する期待は高まって

います。会員ごとの活動から生協間の連携、協同組合間の連携活動を進めることで、

生協、協同組合の社会的ポジションを引き上げていく必要があります。

・マスコミ向けの取り組みはまだ不十分です。「何を」発信するのかまだこれからの課

題です。

第２号
議　案
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分野別重点課題評価

　各年次のまとめをもとに分野別課題について評価を行いました。

１．会員生協の事業経営・組織活動を支援する交流･研修活動をすすめます。

①　会員生協の状況や県連への期待を把握するために、定期的に訪問活動を行います。

②　各生協の次代を担う職員を対象とした交流研修会を開催します。

③　内部統制や機関運営に関するモデル規程を提供し、研修会を開催します。

④　単独では研修活動ができない会員生協の研修活動への助成制度を検討します。

⑤　会員生協の理事長・専務理事懇談会を定期的に開催し、相互交流を深めます。

⑥　会員生協に役立つ情報やデータを提供します。

「会員生協の事業経営・組織活動を支援する交流･研修活動をすすめます」の評価

①　会員訪問は毎年実施しました。会員状況の把握と県連活動への要望を聞いてい

ます。

②　職員交流会も毎年開催され好評です。会員間の連携について前向きな意見が多

く出ています。

③モデル規程までは到達できていません。会員ごとのリスクや事業に見合った規程

となっているか点検、援助が必要です。

④小規模生協に向けた研修支援制度を2015年に作りましたがまだ利用がありません。

研修企画の充実と共に参加要領と一緒に提案するなど制度の周知が必要です。

⑤理事長・専務理事懇談会は毎年開催しています。2015年からは会員共通課題での

学習会とセットで実施しています。3割程度の会員からは参加が無く、多くの会員

が参加できる企画としていく事が必要です。

⑥会員向け情報発信は「業務通信」（毎月発行）を軸に適時メールや郵送で必要と思

われる情報の発信を行っています。

２．未加盟生協との関係づくりを継続的に粘り強く行います。

①　未加盟生協への県連企画参加の呼びかけや各種の情報提供を行い、県連への加

入を働きかけます。

「未加盟生協との関係づくりを継続的に粘り強く行います」の評価

①　未加盟生協へのご案内は継続していますが、新たな動きはありません。生協連

未加盟の長野市役所生活協同組合は2016年２月に解散しました。

３．会員生協間の協同による事業サービスの創出や連帯活動を一層強めます。

①　地域ごとの日常的な生協間連携の場づくりを支援します。

②　各種事業の生協間の交流を行ないます。

③　会員生協に共通するニーズに見合った部会活動などの取り組みを進めます。

「会員生協の事業経営・組織活動を支援する交流･研修活動をすすめます」の評価

①　長野医療生協とコープながの店舗（稲里店）での健康チェックの取り組み、上

伊那医療生協とコープながので飯島町のコスモ市への取り組みなどが生まれてい

ますがまだ大きな動きとはなっていません。
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②　大学生協と労金が協力して卒業生向けに労金の事業紹介チラシを作成しました。

大学生協では全労済とも協力してセミナー開催を行いました。また各部会で会員

の活動交流を進めています。

③　部会は食堂売店部会、医療部会、介護福祉部会、大学部会が活動しています。

③－１食堂売店部会は職域生協と大学生協が参加し職場や大学での売店と食堂運営

について情報交換をしています。2016年９月に開催した「働く仲間の力をひきだ

す魔法の質問」学習会では地域生協からの参加も含め５会員25名が参加し参加者

からも好評でした。部会の会員は共に事業規模が小さく、学習会等での参加者が

少ない事が課題であったことから今後の研修のありかたのヒントとなりました。

③－２　医療部会は３つの医療生協が参加しています。全て県の民医連にも参加し、

事業関係は民医連での交流が行われています。県生協連としては別の切り口とし

て医療生協役職員の県外視察を今中計で再開し姫路、郡山、大阪の医療生協視察

を行い評価されています。

③－３　介護福祉部会には医療、福祉、地域の会員が参加しています。部会では研

修会や県外視察を重ねてきています。研修会では他の事業者にも声をかけての学

習会（2014年9月阿保順子さんの講演会）や介護職員の働き甲斐をテーマとしたワー

ルドカフェ方式の交流会（2015年12月、2016年２月、11月）など新しい企画が進

められました。また部会として毎年長野市との懇談も行っています。尚、全労済

ウィックは2016年度下期で長野での介護事業を止めることになりました。

③－４　大学部会は東京事業連合での連携や事業交流があるため、県生協連レベル

での交流の目的が明確でなく部会開催もあまりありませんでした。2015年から始

まった大学生協の生協体験プログラムは参加者や受入れ会員・企業にも好評で今

後の大学部会の活動目的として重要になってきています。

４．日本生協連や他県連との交流・連帯活動を推進します。

①　６県連合同業態研修会の役割を見直します。

②　理事会の県外視察を計画的に実施します。

「日本生協連や他県連との交流・連帯活動を推進します」の評価

①　６県連研修には14年２名（会員より１名）15年１名（会員０）の参加でした。16

年度は長野が開催県ということもあり県内から７名（会員より４名）が参加しま

した。職域の会員は体制や財政の厳しいところが多く、現在の交流中心の６県連

研修には参加が難しい状況です。

　　他県でも同様の状況があり、次回の新潟開催を最終回として役割を終える予定

です。

②　理事会の県外視察は14年茨城、15年愛知と主に防災をテーマに視察しました。16

年は地域での活動視察として和歌山を訪問しました。引き続き目的を持った研修

を継続していきます。
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５．くらしに関わる諸課題に行政や諸団体と協同して取り組みます。

①　2014年第５福竜丸60周年、2015年の被爆70周年、国連ＮＰＴ（核拡散防止条約）

再検討会議にむけて、被爆体験や戦争体験を次世代に引き継ぐ活動に取り組み、地

域とのネットワークを広げ、核兵器廃絶の取り組みをすすめます。

②　市町村消費者行政調査や市町村と消費者団体の懇談会を継続させ、地方消費者

行政の充実・強化を求めます。

③　諸団体とも協力しながら、県と連携しての県内産品の振興や食育等の取り組み

を積極的に推進します。

④　会員生協に共通する社会的な課題について、情報提供、学習の場の設置を行い、

積極的に提言・行動していきます。

⑤　環境の取り組みを推進します。

⑥　長野県食品安全・安心条例の運用を推進します。

⑦　長野県消費生活基本計画の進捗状況をチェックし、計画の運用に積極的に関わっ

ていきます。

⑧　「憲法改正」の動向を注視し、憲法の学習活動を広げ、必要な取り組みをすす

めます。

⑨　ＴＰＰをはじめとした広域経済連携問題について取り組みをすすめます。政府

に対して、情報公開や消費者や協同組合に必要な制度が後退しないように求めま

す。さらに、国内農業の自給力向上を目指した施策を求めます。

「くらしに関わる諸課題に行政や諸団体と協同して取り組みます」の評価

①　2015年５月に行なわれたＮＰＴ再検討会議に向けた学習会、結果報告の学習会

などを開催しました。核兵器廃絶に向けては今後ヒバクシャが訴える国際署名の

取り組みが重要になってきます。また毎年平和行進に参加しています。

②　市町村消費者行政調査はほとんどの市町村から回答をいただき、消費者視点か

ら県の消費生活基本計画の進捗を確認する材料となっています。また市町村行政

と消費者との懇談会は消費生活サポーターの参加によりその活動交流の役割も持

ちつつあります。

③　2014年に県のマーケティング室と協力して長野県原産地呼称ワインをコープ

ネットグループで2000本供給しました。また県連総会・賀詞交歓会で県産品の紹

介や県内虹の会の会員商品の紹介なども行っています。また大学生協食堂での「食

育ランチ」も県内生産品の紹介との位置づけも定まってきています。

④　業務通信や機関誌「ねっとわーく」での情報発信を進めました。また消団連や

日生協、行政の学習会等の案内をメールや郵送で適時発信しています。

⑤　環境問題では消団連と共にレジ袋削減や県の省エネ大作戦への協力などを進め

てきました。

　　2016年の理事長専務理事懇談会で「触れる地球」と地球環境をテーマとした学

習会を行い、「触れる地球」の活用を会員に呼びかけました。
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⑥　食品安全・安心条例に基づく食品衛生監視指導計画には毎年パブコメを提出す

ると共にリスクコミュニケーションの持ち方について機会あるごとに要望をして

きました。その中で安全・安心会議の日程案内が早くなるなど成果も出ています。

消費生活基本計画に基づく消費生活審議会のような消費者が参加するチェック機

構が無いため、県の取り組みの到達状況が判りづらい点が課題です。

⑦　消費者問題の行政アンケートやその結果を受けて開催される行政懇談会、また

消費生活審議会での資料などで基本計画の進捗状況がチェックできる状況になっ

ています。この事ができると県と本当の意味でタイアップした活動とすることが

可能となります。今後の県との取り組みで教訓となる活動になっています。

⑧　安全保障関連法案の国会審議を受けて「憲法と集団的自衛権」の学習会をコー

プながのと共催で開催しました。今後も引き続き情勢を見ながら適時学習会等の

開催が必要です。

⑨　ＴＰＰについては政府の主催する意見交換会やＴＰＰに批判的な団体の学習会

などに事務局が参加してきました。2016年12月には国会で性急にＴＰＰの承認と

関連法案の成立を急ぐ政府に対し、情報公開の徹底と十分な審議を求める意見表

明を送りました。

６．東日本大震災被災地の復興支援を継続します。

①　福島への支援企画やボランティア活動への参加の呼びかけなどを推進します。

②　被災地の状況を会員生協に伝える取り組みを継続します。

「東日本大震災被災地の復興支援を継続します」の評価

①　福島への支援企画は会員が積極的に行っています。県生協連では福島の子ども

保養プロジェクトに取り組みました。2014年度は13名、2015年度は23名、2016年

度は21名が栄村でのキャンプを楽しみました。この企画は県生協連と福島県生協

連、栄村振興公社、ＮＰＯ法人信州アウトドアプロジェクトが協力して実施して

います。参加者満足の高い企画ですが、震災６年目を迎える中で今後のあり方に

ついて検討も必要になってきています。

②　みやぎから発信される「被災地は今」を県生協連ホームページで毎月紹介して

います。また2015年度の理事長専務理事懇談会で福島県生協連佐藤専務を講師に

学習会を行いました。また2015年度の下期研修会でも「はじめての福島学」と題

して福島大学研究員の開沼博さんの学習会を行いました。

●　2014年は２月に豪雪災害、７月の南木曽豪雨災害、９月の御嶽山の噴火、11月

に長野県神城断層地震の発災と県内は大きな自然災害に見舞われました。神城断

層地震では県連としても対策本部を立ち上げ、会員からの情報収集と発信、被災

地支援に取り組みました。
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７．自然災害に備えるために、行政･団体･地域住民と協同活動をすすめます。

①　2016年度までにすべての会員生協で事業継続計画（ＢＣＰ）を作成することを

めざし、会員生協ＢＣＰとの連携、単独ではＢＣＰを作成できない生協への援助、

県連としてのＢＣＰの確立をめざします。

②　県と県連、市町村と会員生協との災害時の連携について、災害協定の見直しを

含めて検討します。

③　生協連災害対策協議会の場で、県や会員生協との災害時の連携を具体化します。

「自然災害に備えるために、行政･団体･地域住民と協同活動をすすめます」の評価

①　2014年の会員訪問で会員生協のＢＣＰ作成状況を確認しました。職域や大学で

はそれぞれの母体企業、大学と発災時には連携して対応していく必要があること

から地域生協のようなＢＣＰではなく、母体企業、大学の災害対策にしっかり位

置づけてもらう事が重要、として翌年からはその方向での援助としています。医

療生協は発災時には人命救助の役割を持つためその視点での災害訓練、事業継続

計画が作られています。従業員や福祉施設の事業継続については今後の課題となっ

ています。地域生協はＢＣＰ計画ができています。

②　長野県は2015年春、見直しを進めてきた地震災害被害想定を公表しました。こ

れを受けて2015年７月の防災学習会でその内容を学びました。新しい被害想定を

前提とした県との災害協定の見直しは協議継続中です。実際の災害発生時に生協

として役割を果たす事ができるように見直しをしてきます。また毎年実施される

県の総合防災訓練に会員と共に参加しています。

③　災害対策協議会は災害協定論議が進んでいないため情報交換を中心に開催して

います。

８．広報活動を強化し、行政･議会･諸団体とのコミュニケーションをすすめます。

①　会員生協の広報担当の横のつながりを広げ、広報活動の底上げをはかります。

②　マスコミとは、窓口を明確にして日常的なコミュニケーションの中で、関係を

強めます。

③　広報は会員生協の活動を中心に、生協の役割が伝わる内容をめざします。また、

広報の媒体ごとに対象と内容を整理します。

④　2014年度のウェブサイトリニューアルを機に、生協外部の人たちに関心を持っ

てもらえるサイト運営をめざします。

⑤　県行政との日常的な情報交換、折衝を強めます。

⑥　知事や地元選出国会議員、県議会（各会派）への定期訪問や懇談を行ないます。

⑦　賀詞交歓会を継続します。

⑧　栄村との連携を継続します

「広報活動を強化し、行政･議会･諸団体とのコミュニケーションをすすめます」の評価

①　2014年、2015年と広報担当者会議を行いました。各会員の情報交換は進みまし

たが一方会員ごとに広報活動の位置づけや役割の違いも明らかになりました。会

員の活動交流がきっかけで連携も生まれたことから2016年度は組合員活動担当者

交流会に衣替えをして開催し、会員の枠を超えた連携の可能性が出てきています。
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②　マスコミとのコミュニケーションは進んでいません。「何を」や「目的」を明確

にしないと双方にとって意味のあるコミュニケーションとはならないと判断して

います。一般向けの学習会などはマスコミリリースを行っていますが取材は多く

ありません。

③　県生協連の外部向け広報媒体は機関誌「ねっとわーく」とホームページです。

「ねっとわーく」では2015年より会員の活動を紹介するようにしています。

④　2013年にリニューアルした県連ホームページは毎年アクセス状況の評価などを

受けながら微調整しています。年数件はホームページから問い合わせなどが生ま

れています。

⑤　県行政とは生協の許認可窓口であるくらし安全・消費生活課との関係が中心で

すが、生協連の活動から危機管理防災課、健康福祉部、環境部、労働産業部、国

際課などとも適時情報交換を行っています。また2014年から県民文化部長との懇

談が定期的に開催できるようになりました。県民文化部の部署だけでなく他部の

関係部署の担当者も参加した意見交換が可能な状況となっており、この場を活用

して県に生協の理解と認知を広げていく事が大切です。

⑥　知事との懇談は実現できていません。副知事とは定期的とはなっていませんが

年１回は懇談の場を確保しています。また賀詞交歓会へも副知事に参加いただい

ています。国会議員に対しては年始訪問と賀詞交換会での懇談に限られています。

県議会とは2014年より会派懇談会を再開しました。県議会会派から学習会に呼ば

れることもでてきています。会派控室には機関誌をほぼ毎回直接持参するように

しており、日常的なコミュニケーションを強めてきました。

⑦　賀詞交歓会は生協の役割と活動を広く知ってもらう目的で毎年開催しています。

呼びかけの団体を広げたり、会員所在地の市町村首長も参加対象としました。

⑧　栄村とは振興公社を通じて福島子ども保養プロジェクト、協同組合フェスティ

バルなどで協力しています。コープながので総代会記念品とした栄村産のお米を

全労済の総会でも記念品とするなどの広がりが出ています。

９．社会貢献・消費者社会形成、市民社会とのネットワークの形成を促進します。

①　2012国際協同組合年の活動を継承し、協同組合間連携を強めます。協同組合フェ

スティバルを継続させることをめざします。ＩＣＡが提起した「協同組合の10カ

年計画」など協同組合に関わる学習をすすめます。

②　県弁護士会や県司法書士会との関係を作り、「消費者問題ネットワークながの」

の活動を充実させます。

③　県消団連機能の一層の充実をはかります。

④　長野県虹の会は、生協と関係する企業との交流親睦・情報交換・研修の場として、

また、県連活動への協力要請の窓口として、引き続き活動をすすめます。

⑤　県労福協とは、生活あんしんネットワーク活動をはじめ、会員生協との事業連

携や消費者問題での共同行動を広げていきます。
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「社会貢献・消費者社会形成、市民社会とのネットワークの形成を促進します」の評価

①　国際協同組合年の活動継承として協同組合連絡会と県労福協がそれぞれ活動の

柱として進めています。県生協連はそれぞれの活動に参加し、協同組合シンポジ

ウムの開催、若手職員交流会、協同組合フェスティバル、信大との連携講座など

を協同組合連絡会で、労働者福祉学校での生協紹介や労福協「幸せあんしんプラ

ン」での生協の事業紹介などを労福協の中で行ってきました。協同組合連絡会、労

福協とも若い世代へ協同組合をどう伝えるかが共通して課題となっています。協

同組合連絡会の信大連携講座も大学のカリキュラムの立て方の見直しから困難に

なっており大学生協の生協体験プログラムなどで連絡会の役割を強めていく必要

があります。

②　「消費者問題ネットワークながの」は県の消費者条例制定の際、大きな力を発

揮していただきましたが、その後は活動休止状態でした。2015年より「消費者問

題ネットワークながの」の主要メンバーに若手弁護士が加わり適格消費者団体を

目指す「ながの消費者支援ネットワーク準備会」にその活動を継承してきています。

それぞれ目的は異なりますが、消費者問題に精通した専門家集団の性格をもち、今

後も連携が必要です。「ながの消費者支援ネットワーク」は2017年３月14日に適格

消費者団体認可をめざしＮＰＯ法人として設立総会を行いました。県生協連は県

消団連の要請を受けて事務局（庶務機能）を担うことを決め、このＮＰＯ法人の

正会員として参加しました。

③　県消団連は全県的な活動を行う、婦人団体、生協、労働組合、市民団体で構成

されています。

　団体事務局の高齢化や体制不足などで幹事会参加団体が減っています。一方県内

で唯一の常勤事務局を持つ全県的な消費者組織でもあり、県行政でのポジション

としては高いものがあります。消費生活基本計画と連携した市民活動組織として

役割が変化しつつあります。

④　虹の会はこの間交流親睦、県連企画への協力など重要な役割を果たしてきまし

たが、参加が固定化してきている事、世話人会社の負荷が大きいことなどから新

しい組織への見直しが進められています。

⑤　県労福協との関係ではこの間の国際協同組合年の継承活動の中で生協の役割が

相対的に大きくなってきています。労福協の研修会での活動報告依頼や労福協関

連団体の会議参加要請などが増えてきました。また労福協の県政要請は知事本人

による対応が行われる要請となっており、生協では消費生活関連の県政要望をこ

の労福協県政要請で行っています。

⑥　2016年２月に県生協連も参加してＮＰＯ法人フードバンク信州が設立されまし

た。フードバンク信州にはＪＡ中央会、県労福協、長野県ＮＰＯセンター、社会

福祉法人など幅広い団体が会員として参加し、フードバンクの活動紹介と食料品

寄贈を目的としたフードドライブを市町村行政やフードバンク信州会員の協力で

数多く実施しています。フードドライブは2016年４月から10月の期間で34か所、直

接寄贈も含めた寄贈食品は10トンを超えています。また生活困窮者への食料品支

援も毎月100件以上行っています。
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10．県連の理事会・事務局機能を強化します。

①　会員生協の発行する機関誌、ニュースを集約し、情報を収集します。

「県連の理事会・事務局機能を強化します」の評価

①　2014年より専務理事(半常勤)を配置しました。また県連の規約類の見直しも進め

ました。機関誌類は全会員ではありませんが会員間の情報交換ツールとして活用

しています。
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長野県生協連中期活動方針（2017～2019）案

１．県生協連中期活動方針（2017～2019）の背景

１）国際問題・国内問題をめぐる情勢

・イギリスのＥＵからの離脱、中東での紛争激化と難民の増加、世界的なナショナリズム

の台頭、そしてアメリカで「アメリカファースト」を掲げるトランプ大統領の誕生など、

行き過ぎたグローバリズムの反動ともいえる動きが強まり、世界的に政治・経済の先行

きが見通せなくなっています。

・国連は地球温暖化対策を進める国際的な枠組みである「パリ協定」を2016年11月に発効

しました。また2015年には国連総会で国連持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ７）が採択さ

れました。いずれも私たちの将来や子・孫の世代が暮らしていくうえで着実な実行が求

められるテーマです。

・昨年10月に国連総会第一委員会で「核兵器禁止条約」の交渉開始決議が123ヵ国の賛成

多数で採択されました。しかし唯一の被爆国である日本は、核保有国と共に反対に回り

ました。今後始まる条約交渉に対する日本政府の対応が問われています。他方、日本被

団協は被爆者の高齢化から被爆者最後の訴えとして「ヒバクシャ国際署名」の取組みを

開始しました。次期ＮＰＴ再検討会議に向け取組みの輪を広げていく必要があります。

・多くの国民から疑義が出されたにも関わらず、昨年の国会で「安全保障関連法」が可決

成立しました。その後も国会では「テロ等準備罪」の論議や憲法改正に向けた検討など、

平和や民主主義に大きく影響する動きがあります。こうした問題に対して注視していく

必要があります。しっかりと意思表示ができるように学習や理解を進める活動が必要に

なっています。

・高齢化は急速に進行しています。団塊の世代が後期高齢者に入る2025年以降を見据えた

社会保障体制の構築のため、とした医療・介護・福祉制度の大幅な見直しが行われよう

としていますが、国民の負担増、医療・介護水準の切り下げ、障害者福祉の後退など様々

な影響が懸念されます。

・貧困と格差が拡大しています。相対的貧困率が上昇を続けるなかで、高齢者やひとり親

世帯、若者などの貧困に加えて子どもの貧困も深刻な問題となっています。

・高齢者を中心とした特殊詐欺被害は、被害金額は減少傾向にあるものの件数は減少して

いません。また顕在化していない事例も多くあると言われており、引き続き消費者問題

の重要課題です。

・ＨＡＣＣＰ、ＧＡＰの推進など食品安全や品質管理に関わる様々な検討が進められてい

ます。また、すべての加工食品を対象にした食品表示基準の一部改定の検討もされてい

ます。こうした動きに対し、消費者視点で構築・運用がされるよう注視していく必要が

あります。

・小売・福祉サービス・輸送などを中心に人手不足が深刻化してきています。雇用環境は

大きく変化しており雇用形態、労務構成などの見直しが必要になっています。加えて長



45

第
２
号
議
案

時間労働が社会問題するなかで「働き方改革」も重要な課題となっています。

・近年全国で大規模な自然災害が多発しています。そうした災害時における被災地・被災

者支援などで生協は大きな役割を果たしています。今後も行政との連携強化など、発災

に備えた準備を進めておく必要があります。

２）県内など地域問題をめぐる情勢

・長野県内での高齢化率上昇などの対応として、新たな地域支援事業が2017年春から本格

スタートします。各市町村には戸惑いもあり行政区別に格差も懸念されています。

・生活困窮者や子どもの貧困といった問題を受けてフードバンクや子どもの居場所づくり、

子ども食堂などの市民運動が広がりを見せています。

・県民が抱える様々な問題に向き合うため、従来からの組織・団体に加えＮＰＯ・市民団

体などが様々に連携していく動きがでてきています。

・県行政も部局横断が必要とされる課題への対応が求められており、県の地方事務所に「地

域振興局」を設置していく事になりました。地方事務所任せとせず、県全体で地域課題

に向けた連携を進めていく事が期待されます。

・地域福祉や消費者問題など地域課題で市町村が対応する比率が高まってきています。市

町村行政と連携をとっていく事が今まで以上に必要です。

３）生協・協同組合をめぐる情勢

・2016年11月「協同組合において共通の利益を形にするという思想と実践」がユネスコ無

形文化遺産に登録されました。この事は協同組合の先人たちの努力に対する評価であり、

協同組合の地位向上の上で大きな意味があります。一方このニュースは国内ではほとん

ど報道されていません。協同組合の「価値」や「役割」を協同組合全体として様々な機

会を通じて発信する必要があります。

・昨年11月に政府の規制改革推進会議より全国農業協同組合連合会の事業の見直しなどを

求める「農協改革に関する意見」がだされました。この中には組合員の自主的な組織で

あるべき協同組合の根幹にかかわる内容が含まれており、協同組合全体として対応して

いく必要があります。

・生活協同組合間の連携や他の協同組合との連携に対する要望や期待が高まってきていま

す。一部では生協間、協同組合連携が始まってきていますがこうした流れを着実に前進

することが必要です。

・生協の組織が大きくなってきたこと、また地域課題に対して積極的に関わろうとしてい

ることなどから、行政や他の組織・団体と連携する機会が増えてきています。今後も地

域課題に対しては、行政や様々な団体と連携しながら対応していく事が増えていきます。

２．長野県生協連の役割と中期活動方針（2017～2019）の重点課題

県連の３つの役割

　①会員活動の支援及び交流･連帯の促進

　②活動条件整備のための行政への働きかけ
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　③社会的認知を向上させる渉外･広報の強化

　を元に以下の重点課題を掲げて活動していきます。

１）会員の要望・期待に沿った事業と活動に役立つ研修の実施や情報の発信を行います。

県連加盟の会員は事業規模や事業内容が異なることから、個別のニーズがあります。県

生協連として部会での活動などを通じ共通するニーズに基づく研修や情報の発信を行い、

会員の事業や組織活動の支援を行ないます。

２）会員間連携・全国連携による会員の事業・活動に貢献していきます。

会員間での連携要望に沿って、防災・健康・福祉等の地域課題解決や事業・組織活動の

発展に向けて県連として連携の場づくりを進めていきます。また平和や核兵器廃絶、社会

保障や環境・平和と民主主義などの課題で全国の生協と連携して進めていきます。

３）くらしに関わる諸課題に行政や諸団体と協同して取り組みます。

長野県内でのくらしに関わる諸課題（消費者問題・環境・平和など）に県行政やＮＰＯ

も含めた県内諸団体と共同して取り組みます。

４）被災地支援と自然災害に備えて行政・諸団体と連携していきます。

会員が進める被災地支援と連携すると共に、今後発生が予想される自然災害に備え、県

行政や県社協など諸団体と共に対応を進めていきます。

５）会員生協の活動を中心とした広報を進め、行政・議会・諸団体とのコミュニケーション

を進めます。

会員が地域で住民と共に進める諸活動や県的な課題に対する事業や活動、ユネスコ世界

遺産に登録された協同組合の役割や活動などをマスコミに発信していきます。また行政・

議会・諸団体とのコミュニケーションを更に進めていきます。

６）県連の事務局機能を一層整備していきます。

県生協連が担う役割（生協連の運営や活動事務局・消団連事務局や県・他団体の役員な

どの任務）を継続的に発揮できるよう事務局機能の整備を進めます。
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2017年度活動方針、
及び予算決定の件

Ⅰ．長野県の生協をとりまく環境
長野県生協連中期方針（2017～2019）参照

Ⅱ．長野県生協連中期方針（2017～2019）重点課題

１．会員の要望・期待に沿った事業と活動に役立つ研修の実施や情報の発信を行います。

２．会員間連携・全国連携による会員の事業・活動に貢献していきます。

３．くらしに関わる諸課題に行政や諸団体と協同して取り組みます。

４．被災地支援と自然災害に備えた行政・諸団体と連携していきます。

５．会員生協の活動を中心とした広報を強め、行政・議会・諸団体とのコミュニケーショ

ンを進めます。

６．県連の事務局機能を一層整備していきます

活動方針

１．会員の要望・期待に沿った事業と活動に役立つ研修の実施や情報の発信を行います。

１）部会や業態からの要望に応えた研修企画を進めます。

①部会活動は食堂売店部会、医療部会、介護福祉部会、大学部会を開催します。

②部会での要望に沿った研修を実施していきます。

２）必要な情報提供を適切に行います。

①行政や関係諸団体からの情報は会員の有用性を判断しながら適時発信します。

②会員からの一般向けに広く参加を呼び掛ける企画の情報の入手に努め、会員へ発信し

ていきます。

２．会員間連携・全国連携による会員の事業・活動に貢献していきます。

１）地域課題を中心に会員連携を進めていきます

①県民過半数の賛同を目的としたヒバクシャ国際署名を会員生協や他団体と連携しなが

ら推進します。

②高齢者や障害者・子どもなどを見守る地域包括ケアシステムや地域の困りごと相談な

どで会員間、諸団体との連携を進めていきます。

２）事業や活動での連携を進めます。

①医療生協の進める「健康チャレンジ」で他の会員との連携を追究します。

②会員活動担当者交流会を年２回開催し、情報交換や連携を促進します。

③税や社会保障、平和・安全保障など会員で共通する課題での学習機会を会員と共に準

第３号
議　案
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備していきます。

３）理事会による県外研修を行います。

①県連課題に沿った先進事例を学ぶ目的で県連理事の県外視察を実施します。

②テーマや目的地によっては会員の役職員や他団体にも参加を呼び掛けます。

４）６県連合同業態研修会

①今年度で最終回となる６県連合同業態研修会（新潟会場）に参加します。

３．くらしに関わる諸課題に行政や諸団体と協同して取り組みます。

１）県議会各会派代表との懇談

①県議会会派代表と県議会議長との懇談を行います。

②県連課題の意見交換と県議会からの要望や期待をお聞きする懇談会としていきます。

２）県の関係部署（消費者問題・環境・福祉・防災・平和）との連携を強化していきます。

①県民文化部長及び県の関係部署との懇談会を開催します。

②くらし安全・消費生活課とは長野県消費生活基本計画や適格消費者団体支援で連携し

ていきます。

③環境部資源循環課とはレジ袋削減やごみ減量化の課題で連携をしていきます。

④健康福祉部食品生活衛生課とは長野県食品安全安心条例に基づく食品の安全安心の課

題で連携していきます。またＡＣＥプロジェクトの推進でも連携を追究していきます。

⑤危機管理防災課とは防災計画や災害協定の実効性・有効性を高めるために連携してい

きます。

⑥県民文化部国際課とはヒバクシャ署名や原爆写真展で連携していきます。

⑦県とはその他にも産業労働部や農政部と県内物産の振興で、健康福祉部とは介護・地

域ケアシステムの推進で関係が始まっています。今後も県の関係部署との連携を強化

していきます。

⑧副知事と生協連との定期懇談の開催を働きかけていきます。

３）県内諸団体と連携して県内諸課題に取り組みます。

①ユネスコ世界遺産に登録された協同組合の価値と役割を協同組合連絡会と共に広く県

民に知らせ、共通する課題で連携していきます。

②長野県消団連とは事務局団体として役割を果たすと共に県内消費者問題で連携してい

きます。

③長野県労福協とは奨学金など共通する課題で連携すると共に労働組合、地区労福協、

他の福祉事業団体との連携を追究して行きます。

④長野県虹の会とは地産地消の推進や情報交換などを通じ虹の会の会員と県連会員双方

にとって役立つ運営を心がけます。

⑤フードバンク信州とは理事選出団体としての役割を果たすと共に、生活困窮者支援や

子供の貧困対策などで連携していきます。

⑥新しく設立された「ながの消費者支援ネットワーク」では県生協連として団体の庶務

機能を担い、理事選出団体として役割を果たしていきます。また長野県消団連や県の
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くらし安全・消費生活課とも連携して県内消費者被害防止の活動を進め、適格消費者

団体認定に向けて協力していきます。

⑦県社協とは福祉だけでなく、災害時でのボランティア推進などで連携を追究していき

ます。

４．被災地支援と自然災害に備えた行政・諸団体との連携を強化します。

１）被災地支援に取り組みます。

①福島を中心に東日本大震災被災地の状況を知り伝える活動を進めていきます。

②福島子ども保養プロジェクトを会員・他団体と協力しながら行います。また今後の「あ

り方」についても福島県生協連などと協議していきます。

２）防災・減災に向けた取り組みを他団体とも連携して進めます。

①防災・減災を課題に活動する社協やＮＰＯ等の団体との関係を強化します。

②防災ボランティアとの連携について研究していきます。

５．会員生協の活動を中心とした広報を強め、行政・議会・諸団体とのコミュニケーショ
ンを進めます。

①県連機関紙「ねっとわぁく」で会員の取り組みについての広報を継続します。

②業務通信は引き続き県連活動の紹介を中心に発行していきます。

③一層の生協理解促進に向けて地元選出国会議員や県議会各会派との関係強化を進めてい

きます。

④この間生協連と関係が作られてきた団体に対して県生協連や会員の活動を紹介していき

ます。

⑤地域で様々な活動を進めるＮＰＯなどとの連携を追究します。

⑥会員の地域での活動や諸団体との連携などをマスコミなどに積極的にアピールし、生協

の役割や活動内容を広報していきます。

６．県連の事務局機能を一層整備していきます。

①県連の事務局体制を見直し、合理的で継続性のある運営としていきます。

②会員の総会・総代会への参加や会員訪問を通じ会員課題の把握に努めます。

③定期的な会員の事業実態把握に努めます。また会員の各種データ―の更新を進め、活用

できるようにしていきます。
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（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

� （単位：円）

科目 年度予算 年度予算 予算比 2016年度見込み 見込み比

会費
会費Ⅱ(日生協割戻し分）

≪事業総剰余金≫

役員報酬

職員給与

退職給与負担金

法定福利費

厚生費
賞与引当金繰入損

≪人件費合計≫

教育文化費

会員活動費

広報費

消耗品費

車両運搬費

修繕費

施設管理費

減価償却費

地代家賃

リース料

水道光熱費

保険料

委託料

研修費

調査研究費

会議費

諸会費

渉外費

租税公課

通信費

旅費交通費
雑費

≪物件費合計≫

≪事業経費合計≫

《事業剰余金》

受取利息他

雑収入（家賃収入）
雑収入（配当金他）

《事業外収益計》

《経常剰余金》


